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　This study overviews literature about how the work-family conflict issue has been solved or unsolved for women in Singapore. The 

Singapore government has taken active steps to remedy the issue, such as the use of foreign domestic workers and increased childcare 

centres. Thus, there are some academics which conclude that the conflict merely exists among Singaporean women. Nevertheless, 

Singapore is still confronting an ultra-low fertility rate. Furthermore, there are considerable percentages of women who leave or 

change their jobs after their children commence schools. This study reveals that these tendencies stem from two foundational values in 

Singapore; meritocracy and familialism. A meritocratic competitive system, combined with gender biased familialism, mothers have to 

dedicate their time to educate their children sometimes in exchange for their own career aspiration. The goal of this study is to examine 

this contradictory structure to show the necessity of further research into the struggles and dilemma Singaporean women may have. 

Answering this question will provide rich policy implications for Japan, which is trying to increase child care options to increase women 

in the workforce though pushing familialism at the same time.
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１．問題の所在

本稿の目的は，シンガポールの女性就労とそれにか

かわる領域の研究動向の整理を通じて，今後の日星比

較研究の意義を検討し，日本への示唆を得るための展

望と課題を示すことにある。日本の女性の年齢別の就

業率はグラフにするとアルファベットの「Ｍ」の形に

近く，「Ｍ字カーブ」といわれてきた。戦後日本にお

いて，女性の高学歴化は進んだにも関わらず，仕事領

域で女性が「活躍」できなかった背景には，①教育シ

ステムが母親の無償労働による家庭からのバックアッ

プに支えられており，②また家事・ケアなどの再生産

労働が女性に偏る一方で，③企業による正規雇用が主

に男性を対象とした「メンバーシップ型」と言われる

場所・職務・時間が無限定な働き方を前提としたもの

であることが女性を周縁労働に押しやってきたという

循環構造がある（本田 2014，山口 2017，中野 2019）。
しかし，こうした構造に対して，近年では見直しの

動きも見られる。2012年末には第二次安倍政権が発
足し，女性活躍の推進を掲げた。保育所の待機児童解

消が喫緊の課題になり，認可基準の緩和などにより量
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的な対策が進められた。政府は男女ともに働き方改革

が必要であるとし，2018年には長時間労働の上限規
制を導入するとともに，「ジョブ型正社員」の法整備

の検討にも着手している。2019年には労働力不足に
対応するため，外国人労働者の受け入れを単純労働者

に拡大する制度改革を行い，それに先立つ2016年には
家事の外注選択肢を増やす経済特区を設けた。

しかし，他方では，親こそが子どもの教育の責任者

であるとの観念のもとに主に母親が「パーフェクトマ

ザー」になろうと努める傾向が一部に観察され，人格

も学力も全方位的に「パーフェクトチャイルド」を育

てようとする＜教育する家族＞の大衆化が進んでいる

という指摘がある（広田 1999，神原 2001）。日本企
業では，出産後も育児休業を取得し，就労継続する正

社員女性も増えているが，この層が管理職に就任する

とともに子どもの学齢期に差し掛かった時，直面する

壁として子どもの教育と仕事の両立が想定される（本

田 2005）。教育の役割を担うのが主に母親であるとい
う日本の現状は，女性の就労にどのように影響を与え

ているだろうか。

この問題を問ううえで，参考になる国がシンガポー

ルである。シンガポールは，日本より遅れて近代化１）

が始まったものの，少子化対策を講じながら女性の労

働力化を追求してきた点，その一方で与党が家族主義

的な政策を押し出している点などで，日本と軌を一に

している。日本と比べれば女性の管理職比率も高く，

子育てのための施設や家事労働者などのオプションが

豊富で，仕事と育児の両立が問題になっていないかの

ように論じられることもある（落合ら 2004，Theinら 
2010）。他方で，日本より深刻な少子化が進んでおり，
また女性の年齢別就労率は30代後半から下がる傾向
にある。結論を先取りすれば，シンガポールには保育

施設の増加や外国人家事労働者の受け入れなど日本が

向かおうとしている市場オプションはすでにあるにも

かかわらず，教育の競争過熱と家庭責任の重さから，

キャリアと板挟みになる女性が多い。この背景にはシ

ンガポールが標榜する二つの価値，メリトクラシーと

家族主義が女性に対して矛盾した要求を突きつける構

造があると考えられる。

メリトクラシーとは，能力ある人々による統治・

支配が成立している社会のことを意味する（竹内 
1995）。近代社会はそれ以前の社会における身分など
の属性主義から，能力（業績）主義すなわちメリトク

ラシーに転換したとされる。それ以後，能力や業績に

基づく選抜と配分において，学校教育制度が主要な役

割を果たしてきた（本田 2005）。さらに，世界的には
子ども自身の能力よりも親の持つ願い・富と選択が子

どもの地位達成に影響を与える「ペアレントクラシ

―」（Brown 1990）が広がっているとされる。また，
本田（2005）は，ポスト近代社会では近代社会にお
いて重視された試験で計ることができる基礎学力など

の「近代型能力」よりも，個性や創造性，ネットワー

ク形成力などを含む抽象的な「ポスト近代型能力」が

求められる「ハイパー・メリトクラシー」が進んでい

ると指摘する。しかし，これらの議論は，主に子ども

の競争を主軸にした議論になっており，母親である女

性自身がこうした競争といかなる関係を取り結んでい

るかということは十分に検証されていない。

本稿は，日星比較をする上での土台となるシンガ

ポールでの女性活躍関連政策や研究をレビューするこ

とにより，女性の就労や活躍問題は教育システムとそ

こにおける家庭役割，そしてメリトクラシー体制全体

を問う形で論じる必要性があることを主張する。ま

ず，２章では女性たちの選択のトレードオフ現象とし

て，シンガポールの少子化と仕事分野での女性活躍の

実態（就労率，管理職比率，賃金格差）について，デー

タを概観したうえで，それらに影響する要因の先行研

究を整理する。２章での整理の結果，シンガポールに

おける少子化や「キリン型」の年齢別女性就業率の背

景には，教育領域での競争過熱と，家庭領域でのケア

の選択肢が多様かつ豊富に整備されているにもかかわ

らず主に母親が子どものケアおよび教育の役割を担っ

ていることが明らかになる。３章では，こうした構造

がどのように成立したのか，教育システムとその根底

にあるメリトクラシー，子育てのオプションとその背

景にある家族主義的価値観について検討する。最終章

では，これらの構造を踏まえ今後研究が必要な領域を

特定する。

２．シンガポールの女性活躍の状況と研究動向

Ａ．シンガポールの人口政策

シンガポールでは1970年代以降に急速に少子化が
進み，2019年現在では出生率が日本よりも低水準の
1.2前後で推移している（図１）。本節では，まずシン
ガポール政府が実施してきた人口政策を整理したうえ

で，少子化要因についての先行研究を整理する。

１．シンガポールの出生率と少子化対策の変遷

周知の通り，シンガポールは1965年にマレーシア
より独立した。独立当初は増加する人口と失業問題の
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解決を狙って「子どもは２人まで」というスローガン

を掲げ，出産抑制政策を取った。しかし，1970年代
に外資系企業の大量進出により労働力が不足し，また

国民所得の向上の結果として親が子ども数を少なくし

て自身の生活を楽しむ傾向が強まり出生率が低下する

と，政府は出産奨励へ方針を転換しはじめた（岩崎 
2005，Yap 2015）。1983年に，リー・クアンユー首相
は高学歴女性に対しては結婚と多産，低学歴女性に対

しては出産抑制するという政策を発表した２）。この政

策は優生学的だとして批判され３），高学歴女性への優

遇策は廃止された（田村 1993）。その後，1987年には
「子どもは３人が理想，経済的に余裕があれば４人以

上」との政策を打ち出し，学歴などに関わらず結婚や

出産を全面的に支援する方向へ転換した４）。2001年に
はMarriage and Parenthood Packageという支援策を発表
し，その後，2004，2008，2013，2015年に拡充して
いる５）（Chenら 2018，Yap 2015）。
しかし，その後も出生率は1.2程度と低迷する。

2018年のデータによれば，独身の割合は30～34歳男
性で40.4％，女性で27.4％６）と未婚化およびそれに起

因する少子化には歯止めがかかっていない。

２．少子化の原因に関する研究動向

シンガポールにおける少子化の原因や政策的効果に

ついては，豊富な研究蓄積がある。量的研究では，年

齢，民族，学歴などの変数を用いて出生率の規定要

因を探る分析が数多くあり，とりわけ市民の多数派７）

を占める中華系で出生率が低いこと，また女性の高

学歴化が未婚化・晩婚化をもたらしていること（Koh 
2010，Jones 2012，Chenら 2018)，結婚したカップル
の中では結婚時年齢が高ければ子どもの数が減ること

（Koh 2010，Hashmiら 2013）などが指摘されている。
女性の高学歴化が未婚につながる理由としては，女

性の高学歴化が進んできたにもかかわらず，上昇婚

規範意識８）があることが一因として挙げられている

（Hashmiら 2013，Chenら 2018）。また晩産化や１世
帯あたりの子ども数の減少の背景としては，親になる

ことのストレスの増加やより少ない子どもに投資する

傾向（Koh 2010，Jones 2012），若いカップルが結婚
時に家を購入する際に費用負担が重いことや住みたい

物件の入居権利を得るのに時間がかかること（Jones 
2012，Chenら 2017），高学歴化により女性のアスピ
レーションが上がって男性からの経済的依存からの解

放が進んでいること（Jones 2012），キャリアに投資
する考え方が浸透している（Straughanら 2009）反面
で，女性にとって子どもを産むことの心理的・経済的

コストが高いことなどが遠因として言及されている
９）。女性たちは産休が長くなることにより解雇される

可能性を懸念している（Sun 2009）との指摘もある。
質的調査に基づく研究としては，Sun（2012）が

165人のシンガポール人女性へのインタビューで，子
どもの人数を増やす選択肢が取りづらい理由につい

て，以下３つの要因を明らかにしている。第一に，子

育てが長期的なものであるのに対して政府の補助金が

一時的でしかないこと，第二に，対象者たちは子ども

の学術面での成功を確実にするためにはかなりの金銭

的投資が必要だと認識していること，第三に，対象者

たちが有給産休を取得できても雇用の保障がないこ

と，また父親の育休取得についても経済的不安から取

得しづらいことである。

以上にみてきたように，シンガポールの人口政策研

究としては，少子化対策の政策の変遷を追った研究

や，低出生率の原因を探る研究は充実している。他方

で，政策的含意については，政府がこれまで進めてき

た経済的な支援の拡充や，男女対等の育休取得や育休

後の雇用保障などの政策の必要性が指摘されるにとど

まっている。「なぜ（家事労働者などのオプションが

あってもなお）女性に育児・教育の責任が偏り，結果

的にキャリアとのトレードオフになっているのか」と

いう問いと，それに対する答え，そして解決策は，シ

ンガポールにおいても十分導き出されているとはいえ

ない。

Ｂ．シンガポールの女性就労

少子化が進む一方で，シンガポールでは女性の社会

進出は進んできた。本節では女性の就労率や役職・賃

金の男女格差の状況とそれについての研究動向を整理

する。

１．シンガポールの労働政策と女性就労率

図１：シンガポールの出生率
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ａ．就労率全般

シンガポールは小国で天然資源がないため，独立時

から一貫して人的資源を効率よく活用することが国

の生存戦略として掲げられてきた。1975年に当時の
リー・クアンユー首相は「女性であるという理由で人

口の半分を教育せず，また活用しない社会に未来はな

い」と述べて男女の労働力の量的・質的向上に積極

的に取り組んだ（田村 2016）。実際，シンガポールの
女性の就労率（全年齢）は，1991年には48.0％だった
のが2001年は51.6％，2011年には57.0％，2018年には
60.2％に上昇した。
木脇（2007）は2001～2003年に実施したインタ

ビュー調査からの分析で，シンガポール女性の子育て

世代の就労率が日本よりも高水準である要因につい

て，母性規範の希薄さ，子育ての外部化をあげている。

Theinら（2010）もインタビュー調査でシンガポール
と香港の専門職女性たちは仕事そのものが家族のため

と位置付けられており「ワークライフコンフリクト」

をあまり感じていないとする。

つまり時系列でみれば国の狙いどおり女性の就労率

は大幅に改善しており，既存研究でも就労や子育てと

の両立について追究するものは少子化要因の研究に比

べて少ない。

ｂ．就労率の形状

ただし，就労率の形状には特色がある。シンガポー

ルの女性就労率は2018年のデータでは，25－29歳で
89.4％，30－34歳 で84.9％，35－39歳 で81.8％，40－
44歳で81.0％（MOM）と日本よりも総じて高いものの，
30代以降下降する傾向がある。落合ら（2007）は子ど
もの学齢期において女性の就労率が下がると指摘し，

この形状を「キリン型」と呼ぶ（図２）。

この就業率の構造の理由については量的研究では

コーホートや産業別に分析したデータから，低学歴

の中高年女性が再就職しにくかったこと（Pundarik 
2001）が一因として挙げられている。前述した木脇
（2007）もシンガポールで残された母親の役割として 
⑴メイドや支援資源のアレンジやマネジメント，⑵宿

題を見るといった子どもの教育に関するマネジメント

を挙げて，教育の外部化が進めばさらに女性の就労が

押し上げられる可能性があるとしている。

しかし，その後さらに女性の高学歴化や教育の外部

化が進んであろう2010年代にも「キリン型」の傾向
はなだらかに続いている。この背景について，インタ

ビュー調査ではGoransson（2015）が子どもが競争に
おいて「Kiasu」（負けるのではないかという恐れ）と
いう発言が親から聞かれ，仕事を辞めて専業主婦に

なって子どもの教育に力を入れる高学歴女性もいるこ

とを指摘している。また，政府は女性の労働力化を進

める反面で家族の役割を強調しており，女性は板ば

さみに遭ってきたとの指摘がある（Quah 2009，Yap 
2015）。こうした家族重視の姿勢の背景については３
章で詳細をみる。

「キリン型」の就労率については，少子化要因研究

と同じように女性の役割や教育の責任についての言及

がされている。ただし，30代以降女性が離職する理由
については理論研究が中心で，直接離職者の要因を洗

い出すような実証研究は少ない。

２．シンガポールの男女賃金格差，管理職比率格差

日本の女性の場合は，就労率が上昇している反面，

就労している既婚女性の約半数が非正規労働で，正社

員の場合も事務職に偏っていることや管理職になりづ

らいことから男女賃金格差が大きい。

シンガポールでは，どうか。2018年の政府データ
で，30－34歳の男性全体の56％，女性全体の58％が
大卒資格者であり，学歴は男性と同等以上になってい

る10）。しかし，労働政策研究・研修機構「データブッ

ク国際労働比較 2018」によればシンガポールの女性
管理職比率は35.2％（日本は12.9％）にとどまる。取
締役における女性比率は10.3％（日本は1.5％）と，ド
イツの27.2％，英国27％，米国20％，香港15％に比べ
て低く，他の東南アジア諸国11）にも見劣りする（HCLI 
2018）。現地の新聞であるTODAY紙（24 OCTOBER, 
2017）では他国はクオータシステムを導入している
が，「メリトクラシーにコミットしている」シンガポー

ルではクオータ制は現実的ではなく，あくまでも個人

の能力に注目することが他国に後塵を拝している一因

と言及されている。Dimovskiら（2010a，2010b）は
シンガポールなどでのアンケートから，職場でのネッ

図２：シンガポールの年齢別女性就労率
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トワークやメンター，家族フレンドリーな施策の不足

が取締役など上位職への女性の参入を阻む「ガラスの

天井」につながっていると指摘する。

男女賃金格差については，量的調査の結果，学歴

などの違い（Chamberlainら 2019），女性がサービ
ス業，教育関係，ケアに従事しているのに対して男

性はエンジニアや技術職などが多いという職種の

違 い（Pundarik 2001，Fangら 2015，Hofmann 2019，
Chamberlainら 2019），差別（Chamberlainら 2019）が
挙げられている。

また，働く時間の違いも年収に影響を与えている

（Hofmann 2019，TODAY 15 MAY, 2019）。MOM（ 人
材庁）によるとフルタイムで働く193万人のうち，
44.3％が女性で，一方でパートタイムで働く23万人
の63.8％が女性である（2017年）。Glassdoor Economic 
Research（2019）によれば女性が家庭内の仕事を担っ
ていることから週44.5時間と，男性よりも２－３時間
働く時間が少ない。企業と交渉してパートタイムで働

いているシンガポール人男女30人にインタビューを
したStraughan（2018）は，規範的な標準がフルタイ
ムであり，対面で接することが企業へのコミットメン

トとみなされる文化が柔軟な働き方をしている人の少

なさにつながっていると指摘する。シンガポールでは

女性の産休延長政策がキャリアを追求したい女性には

雇用保障がない限りネガティブにとらえられる（Sun 
2009），米女性と比べて職場の柔軟性がコンフリクト
につながる（Fackrellら 2013）との指摘もあり，雇用
保障面や職場の対応にも改善の余地があることが指摘

される。

本項をまとめると，シンガポールでは女性は男性と

同等以上に高学歴化しているにもかかわらず，依然と

して賃金格差や役員比率には課題がある。職種の違い

や評価の違いにおいては，女性の自信のなさや無意識

の偏見など（Moss-Racusinら 2012）各国共通の理由
も指摘されている。しかし，これに加えてシンガポー

ルの場合，背景には日本と同様，家庭での女性の役割

が大きいことが示唆される。ただし，日本についての

先行研究では雇用システム全体の問題を指摘する研究

（佐口 2018，川口 2008など）が多いのに比べ，シン
ガポールの既存研究は男女の格差を職種の違いなど要

因分解してはいるものの，根本的な構造的原因や解決

策についての研究蓄積や議論は少ない。

Ｃ．シンガポールの女性活躍（小括）

シンガポールの女性活躍について先行研究を総括す

ると，シンガポールでは女性の就労率は上昇している

ものの，子どもの教育など家庭責任が女性に偏ってい

ることが少子化やキリン型の就労率の要因となってい

る。既存研究ではそれぞれの現象の要因が分析されて

いるが，社会保障を含む国の全体的な福祉レジーム，

人的資本を主軸とする経済成長を目指した国の政策や

社会構造との関係性については必ずしも明らかではな

い。次章ではその背景にある社会構造に目を向ける。

３．シンガポールの教育・ケアシステムと女性役割

この章では少子化と女性就労率，賃金格差に影響し

ているとされるシンガポールの教育及びケアの担い手

について，政府が用意している制度と実態について概

観する。

Ａ．シンガポールの教育システムとメリトクラシー

本項では前章で度々母親が「子どもの教育を見る」

必要性があるとの文脈で言及したシンガポールの教育

システムとその背景にあるメリトクラシー体制につい

て検討する。

１．シンガポールの教育政策

少子化や女性の働き方の要因として前章で言及し

たシンガポールの教育は，今やPISAで高得点を取る
（PISA 2015）など世界的に評価されている。シンガ
ポール政府は主導権を以て国の発展につなげる目的

で，教育改革を実行してきた。産業側の要請を反映し

ながら変化してきた教育政策は，表１のように現在

第４フェーズに達している（坂口 2017，PISA2015，
Peng 2019）。
1970年代，二言語政策のもとで学習に支障をきたす
生徒がいたことなどで，中退率の高さに問題意識を覚

えた政府は，レベル別の振り分け制度を導入した（シ

ム2012）。しかし，この振り分け制度は小学校卒業段
階で受けるPSLE12）の成績によって卒業後に進むコー
スを決めるものであり，1990年代から子どもの学業
面での成功に対するストレスが階層を超えて存在する

ことが指摘されている（Isralowitzら 1990，Tan2011，
National Youth Council Research Compilation2018）。 こ
うした批判に応じ，2018年には2024年からレベル別
の振り分けシステムを科目別にする決定をするなど，

政府は根本的な方向性は維持しながらも細かい改善を

繰り返している。

２．シンガポールのメリトクラシー

シンガポールにおける教育システムの目的は，国家
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へのアイデンティティと献身の精神を身に着けさせる

こと，経済発展の持続を達成することである（アシュ

トン1997＝2005）。そこで重視されているのが，教育
を媒介として能力のある人材を登用していくメリトク

ラシー的な体制である。シム（2009）は訓練された教
師や手厚いサポートにより，選抜されなかった層（ITE
の生徒たち）までも決して「冷却」されていない実態

を描いている。

Low（2014）はメリトクラシーについて，シンガポー
ルがマレーシアから独立した理由であり国のアイデン

ティティになるコアな概念だとする一方で，近年その

運用上で過剰な競争を引き起こし，人々にストレスを

与えていること，格差が拡大していることなどへの懸

念も高まっていると指摘する。

また，「ペアレントクラシ―」（Brown 1990）はシ
ンガポールでも進行している。Luoら（2013）はシン
ガポール人生徒の学力規定要因の量的調査で親の関与

の大きさを指摘している。このような子どもの教育に

対する親の責任は大きく，親側のストレスも指摘さ

れる (Straughan 2009）。インタビュー調査ではYeohら
（2010）がシンガポール型のメリトクラシーが学業で
の成功を非常に重視し，子どもの教育の成功が親の評

価にもつながることなどから，家事などの物理的「母

の」仕事を外注しながら，子どもの教育に集中する

「discretionary mother」であろうする様子を描く。また，
Cheoら（2005）はシンガポールにおいて学力だけで
はなく音楽やダンスなど芸術系の能力も求められはじ

めたことを指摘しており，シンガポールでも競争がま

すます複雑化する様相が垣間見える。

本項をまとめると，シンガポールにおいては教育の

目標を発展フェーズに応じて変えながらも，メリトク

ラシーを国の根幹の価値として謳い，国民を公教育と

試験による選抜に組み込んでいく強固なシステムがあ

る。先行研究では教育競争はますます多角的になり，

親自身の競争を巻き込む形で過熱している状況が指摘

されている。ただし，どのような家庭で過熱しやすい

のか，そして女性の就労とどのように葛藤を引き起こ

しているかに焦点化した研究は少ない。また女性自身

の人的資本という意味でメリトクラシーの根本的な矛

盾を指摘するものはみられない。

Ｂ．シンガポールにおけるケア役割

本項ではシンガポールにおける子育ての担い手とそ

の背景にある家族主義的政策を整理する。

１．シンガポールの外国人家事労働者制度

ａ．家事労働者制度の概要と変遷

シンガポール政府はシンガポール人女性の社会進

出のために外国人家事労働者（FDW）制度を導入し
ている。シンガポール政府は1965年からFDWの就労
許可書の取得を義務化したが，本格的にFDWが増え
ていくのは70年代後半からである（上野 2007）。安里
（2013）によれば，1992年段階では６歳児以下を抱え
る女性の50％弱がFDWを雇用していたとの記事もあ
り，決して高所得有業既婚女性の「ぜいたく品」で

はなかった。あまりにFDWが増えたことから1980年
代，政府は雇用税を導入し，徐々に引き上げること

でFDWへの依存からの脱却を目指した。しかし，女
性の社会進出に加えて高齢化によるケア需要は増大し

ていて流れは止まらなかった。2000年代には税金が
FDWの賃金を上回ることもあり高額になっていたた
め，政府は少子化対策と高齢者ケアを家族介護へ誘導

する目的で2004年に雇用税を改正し，高齢者や子ども
がいる世帯に対し雇用税の優遇措置を適用した。

現在は，FDWの出身国や経験により給与は異なる
が，2018年現在で月500～750シンガポールドル（４
～６万円）13）が相場で，別途税金も月300ドル程度か
かる。2018年時点でシンガポールにおいてFDWを利
用している世帯は５世帯に１世帯である。

表１：シンガポールの教育フェーズ

【第１フェーズ：1965年から1978年　生き残り志向教育】労働集約的製造業に焦点を絞り，そのための技術的スキルを身に着け
るための中学校設立。英語，数学，科学，価値観教育が中心。識字率の向上，技術訓練などが目的。

【第２フェーズ：1979年から1996年　効率志向教育】1979年の「ゴーレポート」により，中退率や学習達成度の低さが問題視
され，質を重視し，それぞれの能力に合ったコースで学べるようにストリーミング制度が採用される。労働力としての技術や
訓練を習得する機会を最大化することが目的。

【第３フェーズ：1997年から2011年　能力志向教育】経済が労働集約から知的産業に移るにあたり，柔軟性を高める。1997年「考
える学校，学ぶ国民」という方針により，学校に自治権を与えるかわり，説明責任を求める。批判的で創造的な思考，高度な
技術知識と創意工夫，進取の精神，リスクを恐れない心などを重視。小学校卒業試験（PSLE）により急行／普通（アカデミッ
ク）／普通（技術）／技術訓練への進学を決定。その後ジュニアカレッジ・ポリテクニック・技術教育校のいずれかへ進む。

【第４フェーズ：2012年から　生徒中心の価値志向教育】学問偏重を是正し，体育，芸術や音楽などの文化面での卓越もまた成
功だとの価値発信。生涯学習の機会も充実させる。
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ｂ．家事労働者制度の課題

このFDW制度にはどのような課題があるだろうか。
第一に，先進国のホワイトカラー層がこれまで「女性

の役割」とされていた家事を別の国の女性に任せる

という解決策は，外国に出稼ぎにいくFDWが自分た
ちの子どもを母国の親戚などもっと貧しい別の女性

に家事育児を任せる「ケアのチェーン」「ケアクライ

シス」を引き起こしていると指摘される（Ehrencreich
ら 2002，Parreñas 2003）。第二に，FDWが受け入れ
国で置かれた立場の弱さを問題視するものもある

（Parreñas 2015，上野 2011）。第三に，雇う側に雇え
るかどうかで格差がある（Teo 2016，Teo 2018）。また，
落合ら（2004）によれば，FDWを雇っている世帯に
おいても，主にFDWが担う仕事は家事（掃除や料理）
で，子どものケアや教育は家族が担う側面が強い。

家事労働者についての研究は，労働者側からの問題

を挙げるものが多く，体制を続けるうえで次善の策を

検討するものが多い。雇う側からの視点では，利用で

きる家庭とできない家庭の格差を取り上げる研究が中

心で，FDWを受け入れてもなお解決しないものは何
なのかは必ずしも明らかではない。

２．シンガポールにおける家族主義と女性の役割

家事労働者制度があってもなお，解決しない問題と

その背景には何があるのだろうか。シンガポール政府

は1990年代から，家族重視への姿勢を明らかにして
いる14）（田村 1999）。田村（2016）はシンガポール政
府が「産めよ，増やせよ」の多子政策に転換したこと

と同時に，欧米的価値の浸透によって政府批判が増え

たことに危機感を募らせ，忍耐や規律，愛国心などの

アジア的価値が忘れ去られることを不安視し「家族の

絆」を強調するようになったと指摘する。Teo（2010）
は家族は社会において，感情面，社会的に，財政的支

援の最後の「アンカー」としての役割を期待され，発

展のための西洋から技術的な利点や競争的精神を取り

入れながらも，伝統と文化を尊重する上で東洋的な価

値として家族は守るべきものであり，経済的側面によ

り零れ落ちるものから社会を守る砦とされたと論ず

る。こうして国家主導で家族主義的15）な政策が実施

されるにつれ，女性たちが板挟みになっていったこ

とを指摘する研究は多い（Straughan 2009，Teo 2010，
Hudson 2013，田村 2016）。
実際に，意識面16）でも，実態面17）でも女性の役割

は大きい。Shum-Cheungら（2006）は533人の親と533
人の10～12歳の子どもへのアンケート調査で，実際の
主たるケア責任者は共働き世帯が増える中でも母親が

圧倒的に多く，次に祖母や家事労働者があげられ，父

親の役割が限定的であることを指摘している。さら

に，この調査では子どもが７歳以上になると学校のサ

ポートが必要になることから親（とりわけ母親）の割

合が増えていくことも指摘している。落合ら（2004，
2013b）の比較でも，中国で父親の関与が大きいのに
対してシンガポールは中華系が多数派であるにも関わ

らず，父親の存在感は薄い。

既存研究では，家庭役割の女性偏在は明らかで，そ

の背景に家族主義的政策とその国民への浸透があるこ

とが明らかにされてきた。一方で，前節で取り上げた

もう一つの国の根幹である人的資源への投資，すなわ

ち教育とメリトクラシーとの重なり合いに問いを置く

視点は欠けている。

Ｃ．シンガポールの根幹的価値（小括）

本章ではシンガポールが政府主導で国民への浸透を

図ってきた二つの根幹的価値，メリトクラシー体制と

家族主義について整理した。シンガポールは政府がメ

リトクラシー社会であることを標榜し，国民を競争に

組み込んでいく教育システムを持っている。一方で家

族主義的な価値観を強調し，教育を中心とした次世代

のケアにおいて家族に役割を期待し，誘導する政策を

実施してきた。これらを明らかにしてきた既存研究

は，メリトクラシー，家族主義それぞれの課題につい

て触れているものの，これらが重なり合う女性（母親）

の人的資本への影響を検討する視点は弱い。構造の矛

盾を突くには，システム同士のかかわりあいや，その

狭間で発生する個人の心理的な葛藤に触れる視点が必

要であろう。

４．まとめ

シンガポールでは家事を家事労働者に任せることが

できる家庭もあり，保育施設などの市場オプションも

充実している。既存研究からは，それでも少子化の抜

本的な解決にはなっていないこと，女性のみが30代後
半以降離職したり働く時間を調整したりしていること

が明らかになった。さらに，背景には，教育領域での

競争過熱があり，主に母親が教育の責任者としての役

割を担っている構造がある。先行研究を整理したこと

で，メリトクラシーを標榜しながら国家による家族主

義的な価値観への誘導がある矛盾がこうした構造をも

たらしていることが明らかになった（図３）。

能力を伸ばし，それによって国力を高めようとする
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メリトクラシーは，まわりまわって＜教育する母親＞

を求め，その結果女性の「活躍」の伸びしろに限界を

もたらし，女性の能力主義による成功を限定していな

いか。これまで，女性の活躍には職場の要因や家事分

担の議論は多くされてきたが，子どもの教育システム

がどのように母親の就労に影響しているかを真正面に

とりあげた研究は多くない。アジア的な家族主義とメ

リトクラティックな子どもの教育システム，そして女

性の活躍がどのように両立し得るのかを明らかにする

うえで，導き出される問いには以下のようなものがあ

る。

第一に，女性たちが家庭の外で働くことと母親とし

て子どもの教育達成を確かなものにすることのそれぞ

れを自分の役割としてどのように引き受けていくの

か。国の政策や方針がどんな構造によって内面化され

て実際の選択につながっているのか。第二に，仕事を

辞めたり時間を調整したりする際に，女性自身の職業

的アスピレーションはどのように変化していくのか。

子どもの教育達成に対するアスピレーションに変換さ

れていくのかいかないのか。本人と家族の競争が個人

にどのような心理メカニズムをもたらしているのか。

この二つの問いを質的調査で明らかにすることが今後

の課題としてあげられる。

注

１）  落合（2013a）はアジアで性別役割分業へのあこがれが残るこ
とについて，脱主婦化が進むとほぼ同時に子どもへの教育投資の

価値上昇などの第二の近代特有の現象に晒される「圧縮された近

代」として解釈している。

２） 大卒の母親には出産や子どもの看病に際して有給休暇や税金の
払い戻しなどの優遇措置，希望するエリート学校への入学が優先

的に認められるなどの政策が発表され，一方で1984年からは世帯

月収が1500シンガポールドル以下で学歴の低い母親には第一子か

第二子出産後に避妊手術を奨励し，手術を受ければ１万シンガ

ポールドルの手当てを支給することが決定した。

３） 1984年の12月に，それまで一貫して与党として７割以上の得票
率を保っていた人民行動党が総選挙で79議席中２議席を失う「歴

史的敗北」をした。

４） Goh Chok Tonh（First Deputy Prime Minister）の発表によるもの。
３人以上出産した場合は，所属税の還元，広い間取りの公共住宅

の優先割り当て，託児所の利用に対する補助金支給などの優遇を

与える政策が開始された。

５） 2001年は２人目，３人目への補助金支給であったものが，2004
年からは第一子含め第四子まで，2015年からは第五子以降も含め

た出産奨励金，産休の延長，ベビーボーナスと呼ばれるケアが必

要な家族がいる世帯への家事労働者雇用税などの軽減措置が実施

された。

６） 1990年は男性で34％，女性で20.9％だった。
７） 2017年のデータで市民の76％を占める。
８） NUS（2013）の調査によればシンガポール女性は結婚相手に自
分より身長が高いこと（67％），年上であること（55％），高収入

であること（44％），知的であること（35％），高学歴であること

（23％）を求める傾向がある。

９） NUS（2013）の調査では，「子どもは学業やキャリアの追求を
さまたげる」に同意する割合も男性35.1％に対し女性は41.9％と
男女差が見られる。

10） 25－29歳の女性の58％が大卒資格者である。男性は49％で，女
性の方が比率が高いのは男性は兵役があるためと推測できる。

11） フィリピン（14.9％），マレーシア（12.5％）。
12） Primary School Leaving Examinationの略。
13） 上野（2007）によれば当時の報酬はフィリピン人で320～350ド
ルであったので，10年で金額は大幅に上昇している。

14） 1991年に「国民共通価値」として家族を重視する姿勢を宣伝
し，国民共通価値では高齢者を介護し，子どもの世話をする家

庭の主婦としての女性の役割を強調した。1995年には両親扶養法

（Maintenance of Parents Act）で親孝行が義務付けられた。
15） 落合（2013b）はシンガポールの福祉レジームについて，市場
で購入するケアサービスがベースとなりつつもその費用負担が家

庭にかかってくることから「自由主義的家族主義」であるとし，

同時に保育施設などの整備が女性や家族の福祉というよりも国力

発展のための経済政策の一環として行われていることから「開発

主義的」側面もあると指摘している。

16） 1999年の政府レポート（Quah 1999）では家庭の役割について
アンケート対象者は「夫が助けたとしても，家庭の責任は妻のも

のである」に77.8％，「問題が起こった時，働く女性の最優先され
る責任は夫と子どもに対するものである」に90.6％，「妻は夫が許
可しない場合働くべきではない」に64.2％が強く賛同または賛同
している。一方で，「女性にとってキャリアや仕事をもつことは

男性と同じように重要である」にも74.0％，「妻の収入は夫の収入
と同じくらい重要である」にも78.7％が賛同している。

17） 2013年のMinistry of Social and Family Developmentによる社会態
度調査で，「ケア」と「家事」について，「あなたと配偶者のどち

らがより多くを担っていますか」に自分だと答えた割合はケア

で妻が51％に対して夫は４％，家事の場合は妻が59％で夫は３％

だった。

図３：シンガポールの教育・仕事・家庭領域の関連図
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